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1.	現実的な自動運転の活用へ
　自動運転の記事が新聞に掲載されない日はないとい
う数年前の「自動運転バブル」とも言うべき時期は過
ぎ、最近はオーナーカーにせよサービスカーにせよ、
現技術レベルでの実装に向けた現実的な取組みが主流
になってきた。運行設計領域（ODD）を選ばないレ
ベル５完全自動運転の夢は持ちつつも、そこに至る途
中段階の技術をさまざまな社会課題解決に活かそうと
いう動きである。これはカーメーカーによるオーナー
カーよりも、さまざまな社会課題解決に直接取り組む
サービスカーの自動運転化において顕著である。
　現時点での日本の一般道での自動運転はすべてレベ
ル２以下である。政府の定義によるとこれは自動運転
ではなく、運転支援に相当する。しかし、オーナーカー
に装備されているレベル２（たとえばACCと車線逸
脱防止）と違い、サービスカーでのレベル２公道実証
実験は、ほとんどのタスクをシステムが行うが、車線
変更や右折などの高度な判断が必要な局面でドライ
バーが介入するという、ODD内ではドライバーレス
となるレベル４を間近な視野に入れた取組みになって
いる。
　レベル４になれば、運転者不足に直面しているサー
ビスカー運営者には大きな恩恵になることは明らかで
あるが、現時点でのレベル２相当でも役に立つと考え
ている。それは、ドライバーの運転タスクを大きく軽
減でき、運転にさほど自信のない高齢者や主婦でも
サービスカーのドライバーになれる可能性を高めるか
らである。さらに、人の判断が必要な局面が少なくな
れば、それを遠隔操作で行うことによって一人の遠隔
操作者が複数のサービスカーを運転できることになる。
　そうすると、自動運転サービスカーが現時点で目指
す方向は、いかにドライバーの介入を少なくするかと
いうことと、サービス向上のためにいかにODDを広
げられるかということになる。

2.	一般道でのレベル４への道
　一般道における現在のレベル２自動運転サービス
カーでのドライバー介入を減らすには、大きく２つの
方向性がある。１つ目は、運転知能の改善である。こ
こにはセンサー類の機能向上も含まれる。たとえば、
障害物検知にレーザースキャナー（LIDAR）を使う
場合は、長い測定距離と高い測点密度が求められる。
運転知能の「判断」ソフトウェアの向上には、実証実
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験の蓄積による人工知能の高度化が必要になる。これ
らの情報技術的課題は技術開発により次第に解消され
ていくであろうが、完全自動運転レベル５にいつ到達
できるかは依然不明である。
　人の介入を減らすもう１つの方向性は、自動運転車
を取り巻くインフラとの協調や周辺交通参加者の協力
を求めることである。たとえば、右折時の対向直進車
とのギャップ判断や、右左折時の横断者とのコンフリ
クト判断で人の介入を要することが多い。信号交差点
でこの介入を減らすには、青矢時のみ右折できる現示
に切り替えたり、歩車分離の現示を採用したりするこ
とが有効である。もっと基本的なところでは、単路部
で歩車分離、つまり物理的に隔離された歩道を設置す
ることで自動運転車は格段に走りやすくなる。
　周辺交通参加者の協力という点での最もわかりやす
い例は、違法路上駐車の禁止徹底である。自動運転に
よる路上駐車車両の回避は意外に困難で、ドライバー
の介入を要することが多いので、駐車禁止の徹底は非
常に有効である。緊急車両並みにとまでは言わないが、
自動運転車を優先して走行させてくれるルールが徹底
されれば、コンフリクト判断での介入は激減するであ
ろう。その他、道交法の特例となろうが、信号なし横
断歩道で歩行者が横断するときはその旨を自動運転車
に伝える情報通信装置を導入すれば、横断歩道付近で
の通行者の行動予測判断が大きく軽減されるであろう。

3.	社会実装されるためには
　さらに、レベル２～４自動運転のサービスカーが社
会実装されるためには、２つの課題がある。１つ目は
ビジネスモデルがあること、つまり経済的合理性であ
る。運転者または運転支援者が１台に一人ずつ乗って
いる場合には、その人件費が現在のドライバーのそれ
より安く済み、その人材が比較的容易に見つけられる
ことが求められる。そのためには、二種免許免除など
の措置により、高齢者や主婦が担いやす環境を作るこ
とが有効である。
　次に社会的受容性の課題がある。上記のような自動
運転車は、当面は手動運転車のようにスムーズに走行
することはできない。また、インフラの調整により手
動運転車に若干の不便を強いることもあろう。このよ
うな状況が受容されるためには、自動運転サービス
カーが社会的便益をもたらすことを示し、社会に理解
され、浸透させなければならない。
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　近年、自動運転の社会実装に向けた活動が世界的に加速し
ています。カーメーカーの動きにおいては、本田技研工業株
式会社のレジェンドという車種でSAE自動運転レベル3での
市販が開始されたことをはじめ、オーナーカーに高度な自動
運転関連技術を取り入れる流れが着実に進んでいます。これ
らの技術は、交通事故、渋滞、運転手負荷といった交通課題
の解決を目的に、今後も運転支援の延長線上として徐々に進
化させる自動運転関連技術の研究開発の主軸となるでしょう。
　他方、特に日本においては並行して、地方部の公共交通
の弱体化とオーナーカー依存という別の交通問題の解決が求
められています。これは、日本の少子高齢化、地方過疎化と
いった社会的課題に端を発しています。地方部では、元々オー
ナーカー依存が高い傾向があり、公共交通機関の発達が十
分でない土壌にありましたが、少子高齢化や過疎化の影響で、
公共交通のドライバーへの若い成り手が減り、さらなる減便
や路線縮小が続いている状況です。加えて、高齢化による
運転能力の低下から、免許を手放さざるを得なくなることで、
移動手段を失ってしまう状況も増えつつあります。いわば地
域交通の弱体化のスパイラルに陥っているのです。
　そうした中、弱体化のスパイラルを断つために、乗り合
いタクシーやオンデマンド、MaaSや自動運転といったさ
まざまな技術やサービスが提案され、実験されています。
その中でも自動運転技術は、減少するドライバーの代替と
して機能できることから、問題の根本的解決が期待できる
技術として注目されています。自動運転以外の技術はいわ
ばドライバーの効率的活用の手段であり、ドライバーの減
少が進めばいずれ限界を迎える可能性がありますが、自動
運転の場合、おそらくいくつかの制約はありながらも、ド
ライバーが減少しても稼働し続けることができます。
　筆者は、こうした自動運転技術の魅力に注目し、2004年
から自動運転システムの研究開発に携わり始めました。
2016年12月には国立大学法人群馬大学に次世代モビリティ
社会実装研究センターが設立され、自動運転プロジェクト
の統括として、技術開発のみならず、社会実装に向けた導
入モデル構築を検討してきました。2020年7月には日本モ
ビリティ株式会社が設立され、自動運転の社会実装に向け
たビジネスモデルの構築に視野を広げ活動を進めています。

1. はじめに

2. 実証実験の実績と効果と課題

今後の自動運転の実装に向けて特 集

総論1

　そこで本稿では、筆者の最近の取組みの中から見えてき
た、自動運転の社会実装に向けた課題と解決策のうち、実
証実験に焦点を当てて論じます。

　これまで筆者は、国立大学法人群馬大学に次世代モビリ
ティ社会実装研究センターが設立されることをきっかけに、
自動運転の技術研究のみならず、社会実装に向けた導入モデ
ルの構築をするべく、公道での実証実験を推進してきました。
大学の理工学部がある群馬県桐生市での2016年10月からの
実証実験を皮切りに、2021年7月現在延べ60事例ほどの実
証実験を全国の自治体や交通事業者と連携して実施していま
す。実証実験を実施することでさまざまな知見を得ることが
できましたが、ここではその中の2つについて取り上げます。
　1つ目が、公道で自動運転を本格的に導入することを考
える場合、“走行しやすい”場所とそうでない場所がある
ということです。一般的に自動運転は山間地域の方が走ら
せやすいというイメージがありますが、これは厳密には正
しくありません。自動運転の走りやすさを決める因子は、
車両因子、道路環境因子、地域社会因子の3つに分けられ
ると筆者は考えます。車両因子は、車両そのものの特性（車
幅や車長等）と車載する自動運転システムのセンサやアル
ゴリズム等に起因するものです。自動運転システムのセン
サをGNSS（Global Navigation Satellite System）を用いる
のか、LiDAR（Light Detection And Ranging）を用いた三
次元高精細地図とのマッチングを用いるのか、はたまた電
磁誘導線を敷設して追従制御を行うのかによって、自動運
転の走りやすさを決める因子は異なります。
　道路環境因子は、自動運転で走行させようとする道路お
よびその周辺環境に起因するものを指します。公道である
か閉鎖空間であるかの区別に始まり、車線数や車線幅、歩
者分離状況、自転車との混在状況といった、自動運転の走
りやすさを決めるさまざまな因子はその道路環境に存在し、
また複雑に関係し合います。
　地域社会因子は、その自動運転を使った移動サービスを
利用するユーザー、あるいはその自動運転を走行させる路
線周辺の住民の受容性に関する因子を指します。いかに技
術的に自動運転が走らせやすい環境であったとしても、そ

群馬大学 次世代モビリティ社会実装研究センター 副センター長　小木津 武樹
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れに関係する人々が許容するか否かは別の問題であり、こ
のことを無視してはなりません。また、地域社会因子は自
動運転に対する受容性だけでなく、交通サービスとしての
受容性も含まれるため、その地域の交通の成り立ちによっ
て、地域ごとに因子やその影響度は異なります。
　このように、“走りやすさ”を決定する因子は多岐にわ
たり、山間地域であっても走りにくい場所もあれば、市街
地においても走りやすい場所もあるため、自動運転を本格
的に導入するにあたっては、先入観に囚われず評価するこ
とが肝要であると筆者は考えています。
　2つ目は、実証実験を実施することにより、自動運転の導
入機運醸成の効果があるということです。これまで延べ60
事例の実証実験で合計1万件近くのアンケートに対する回
答があり、自動運転車両に試乗する前後で、試乗後の方が
自動運転に対する不安感が解消する有意な傾向があること
が明らかになっています。これは先に述べた地域社会因子
を改善する効果にもつながることから、各地域において自
動運転の実証実験を行うことは有効であると筆者は考えます。
　一方で、自動運転の本格実装にあたっては、単に機運醸
成のための実証実験を行うだけでは十分ではありません。
もちろん、多くの関係者や地域住民に対して自動運転に触
れてもらう機会を創出し、地域社会因子を高めることは大
変重要なことです。しかしながら、車両因子や道路環境因
子への考慮をせずに実験を設計し実行してしまうと、その
後の本格導入に向けた検討をしたときに、技術的な限界や
導入コストの問題で現実性を失い、継続が難しくなる場合
があります。これはいわば実証実験自体が目的化している
という状態であると言えるため、本格実装に向けて、自動
運転の“走りやすさ”を決定する因子をバランスよく考慮
し実証実験を検討し直す必要があると筆者は考えます。

3. 自動運転の導入は「街づくり」として捉える

4. おわりに

　先に述べた自動運転の“走りやすさ”を決定する因子か
らもわかるように、自動運転による移動サービスを導入す
るにあたっては、自動運転を「車づくり」ではなく「街づ
くり」と捉えた方が良いことがわかります。単に自動車の
最先端の技術の取り込みのみに囚われ、高度で複雑な自動
運転システムを構築するよりも、自動運転の走りやすい街
づくりを進めることで、自動運転システムはより単純に構
築でき、それにより高い信頼性や低いコストが実現できる
可能性があります。そのためには、各地域における自動運
転の“走りやすさ”を決定する因子による影響を調査分析
した結果と、交通におけるニーズの両面を判断材料として、
選択と集中により段階的に自動運転と親和性の高い街を
作っていくことが、自動運転の本格導入プロセスとして合

理的なのではないかと筆者は考えます。
　たとえば、車両因子については、走行させたい路線に対
して車幅の影響が大きい場合は、一回り小さい車両で運用
できるかをニーズと照らし合わせて検討するべきであるし、
自動運転のセンサでGNSSによる測位の影響が大きい場合
は、別のセンサやアルゴリズムで補うことによるコストの
変化も併せて検討するべきです。道路環境因子では、走行
させたい路線の歩者の分離状況の影響が大きい場合は、歩
道の拡張やガードレールの敷設といった対応策を道路管理
者が実施できるか検討するべきであるし、走行させたい路
線の死角の影響が大きい場合は、道路側にセンサを敷設し
て自動運転車両と通信させる仕組みの導入が可能か検討す
るべきです。そして、上記2つの技術的因子に加え、自動
運転導入により街に対して変化を与えることに対して、地
域社会因子の影響が大きくないことも求められます。地域
社会因子の影響を小さくするにあたっては、自動運転の実
証実験による導入機運の醸成のほかに、技術に対する理解
を深める説明イベントなどを実施することが考えられます。
　以上のように、今後本格的な導入が進む中では、「自動
運転の導入検討＝実証実験」という従前の考え方だけでは
十分ではなく、実証実験は自動運転の導入検討における手
段の一つとして位置づけられることとなるでしょう。今後
は、各地域における自動運転を“走りやすさ”を決定する
因子を網羅的に調査分析した上で、交通のニーズとの両面
で候補となる路線を導き出すことが基本となります。その
上で実証実験は、地域社会因子の影響の低減や、車両因子
や道路環境因子に対する技術的改善策の妥当性評価の位置
づけで活用されることとなるだろうと思われます。

　冒頭に示した日本の社会課題の深刻化を受け、今後は自
動運転による移動サービスの検討はますます活発になること
が予想されます。自動運転の技術はこれからも継続して進化
し続ける中で、自動運転が走りやすい街を形成することは、
その技術のポテンシャルを引き出す上で重要な因子になり続
けると筆者は考えます。ドライバーの確保という制約から解
放される唯一の手段である自動運転による移動サービスは、
路線バスをはじめとした旅客のみならず、物流、そして新た
なサービスの創出にも大きな影響を与えるでしょう。逆に言
えば、自動運転が走りやすい街はより便利になる一方で、そ
うでない街はドライバーの確保という制約によって伸び悩み、
街の魅力の格差につながる可能性もあります。街づくりは一
朝一夕には成し得ないことは、おそらく自動運転に関しても
同じことが言えますので、全国の各地域で今のうちから少し
ずつでも導入の検討が広がってほしいと筆者は考えています。
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1. はじめに 2.「都市交通における自動運転技術の活用方
策に関する検討会」での検討概要について

都市交通における自動運転の社会実装に向けて2-1
国土交通省　都市局　街路交通施設課

各論2

　交通事故の削減、地域公共交通の活性化、渋滞の緩和、
国際競争力の強化等の自動車及び道路を巡る諸課題の解決
に大きな効果が期待される自動車の自動運転について、
G7交通大臣会合、未来投資会議等の議論や産学官の関係
者の動向を踏まえつつ、国土交通省として的確に対応する
ために、平成28年12月に国土交通大臣を本部長とした国
土交通省自動運転戦略本部を設置しました。
　都市局においては、将来的な自動運転の活用に向けて、
自動運転の普及が都市構造・都市交通や交通施設にどのよ
うな影響を及ぼすかを抽出・整理し、都市にとって望まし
い自動運転技術の活用のあり方を検討するために、平成29
年11月に有識者からなる「都市交通における自動運転技
術の活用方策に関する検討会」を設置しました。
　また、今後の都市交通課題に対する自動運転の活用につ
いて実務的な見地から検討するために、検討会の下に

「ニュータウン分科会」「基幹的なバス分科会」を設置し、
実証実験の実施に向けた検討等を行っています。

図－１　�都市交通における自動運転技術の活用方策に関する検討会

　検討会において、平成29年度は、まずは、都市におけ
る自動運転に関する有識者ヒアリング等を実施し、今後の
検討の方向性について議論しました。平成30年度は、国
内外の研究成果等をもとにした自動運転の導入による都市
への影響等について定性的・定量的にするとともに、自動
運転社会の都市交通施設等の望ましい姿を議論しました。
令和元年度は、自動運転の導入により想定される都市への
影響等について、より具体的に議論を進めるため、駅前広
場をはじめとする交通結節点に焦点を当て、その将来像や
整備方策等について検討しました。

3. 次世代の交通結節点等の実現に向けた
段階的な整備方策に関する検討

（1）交通結節点の類型と将来像の検討
　令和2年度は、令和元年度の検討結果をもとに、目指すべ

き次世代の交通結節点の将来像を明
確にした上で、進展する自動運転技
術及び関連技術の動向を整理しまし
た。なお、検討にあたっては、交通
結節点の中でも、特に自動運転普及
が早期に影響すると想定される駅前
広場に焦点を当てました。
①�賑わいタイプの交通結節点（駅前
広場）

　大都市近郊中心駅のような賑わい
創出に重点を置く交通結節点を「賑
わいタイプ」としました。賑わいタ
イプは滞在・賑わいに主眼を置いた
交通結節点のあり方であり、ユース
ケースとしては、駅周辺を含めた賑
わい活動が挙げられ、駅前の空間配
分としては環境空間がメインとなり
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れます。そして、オフピーク時にはフレキシブルに空間利
用を転換し、オフピーク時にも無駄のない空間計画をする
ことも想定されます。また、周辺街区も活用したモビリティ
配置を行い、公共性の高いモビリティは駅前に侵入可能と
なるような計画も考えられます。これらをまとめたイメー
ジ及び将来イメージを図－3に示します。
（2）中期（混在期）における都市像の想定
　段階整備について検討するにあたっては、自動運転と一
般車両が混在する中期のあり方を明確にすることが必要で
す。そこで、過年度の検討や既往文献等を踏まえ、一定程
度の自動運転車両の普及が想定されている2020年代から
2030年代あたりの時期を中期（混在期）とし、表－1の通
り自動運転に関連する都市像を想定しました。

表－１　中期（混在期）における都市像等

図－２　「賑わいタイプ」の交通結節点イメージ 図－３　「移動タイプ」の交通結節点イメージ

ます。すなわち、環境空間中心で交通空間を最小化した広
場のような空間が賑わいタイプになります。賑わいタイプ
においては、人流を基準に据えた計画を行い、自動運転や
交通コントロールの導入をすることで、道路の交通容量を
拡大し、それによって車道空間を削減し、歩行者空間を拡
張することが重要です。そして、歩行等の低速での移動が
メインとなることから、低速の歩行支援モビリティ（パー
ソナルモビリティ）による回遊促進も望まれると想定され
ます。また、周辺の路肩（カーブサイド）も活用したモビ
リティ（バス等）の適切な乗降場の配置によって、環境空
間を創出する工夫が必要となります。これらをまとめたイ
メージ及び将来イメージを図－2に示します。
②移動タイプの交通結節点（駅前広場）
　郊外住宅地に立地する駅のような人々の円滑な移動に重
点を置く交通結節点を「移動タイプ」としました。移動タ
イプは通勤・通学をする人々の円滑な移動を主眼に置いた
交通結節点のあり方であり、駅前の空間配分としては賑わ
いタイプと比べて、交通空間がメインとなります。すなわち、
フレキシブルに交通空間と環境空間とを使い分ける広場の
ような空間が移動タイプになります。移動タイプでは、効
率的な交通空間計画を行うことが重要であり、ピーク時に
おける高い移動需要に応えることのできる駅前広場が望ま
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（4）段階的な整備方策の検討
　中期における駅前広場における
段階的な整備方策を「賑わいタイ
プ」と「移動タイプ」のそれぞれ
に対して検討しました。まず、「賑
わいタイプ」では、環境空間の確
保を図り、都市の拠点形成のため
に必要な賑わい、防災等の機能を
確保し、幹線バスなど輸送密度の
高い交通手段を確保しつつ、歩行
者と分離して自動運転の走行空間
を確保します。長期では、自動運
転の完全普及に伴い、交通空間を
最小化した環境空間中心の広場を
形成します。
　一方、「移動タイプ」では、環
境空間の拡張を図りつつ、歩行者
と分離して自動運転の走行空間を
確保していきます。長期では、自
動運転の完全普及に伴い、フレキ
シブルに交通空間と環境空間を使
い分け、さらなる環境空間の拡張
を図ります。これらをまとめたも
のを図－4、5に示します。

図－6　自動運転を活用したICTサービスメニュー例

図－4　
「賑わいタイプ」の段階的な
整備方策の検討案

図－5　
「移動タイプ」の段階的な
整備方策の検討案

5. おわりに

　今後も引き続き、ICTに関する新技術や官民データ、都
市アセット等と自動運転技術の組み合わせによる都市の生

4. 次世代の交通結節点等の
社会実装に関する検討

　次世代の交通結節点の社会実装にあたっては、現状の社
会情勢及び変化を適切に捉えた上で推進する必要がありま
す。そこで、人々のQoL（Quality of Life）に着目し、交
通結節点等の実装について検討を行いました。関係者への
ヒアリング結果を踏まえ、自動運転技術を含む交通とICT
の組み合わせによるQoLを高めるサービスにつながる視点
を抽出し、交通との組み合わせによるサービスメニュー例
としてまとめたものを図－6に示します。
　今後、こうしたサービスの展開により、「時間と安全・
安心の提供」「場の提供（新たな空間の使い方）」を目指し
ていくことや、得られるデータを活用して都市や交通の計
画・整備・運営に役立てていくことが重要です。

活サービス向上に関する事例収集及び社会実装に向けた課
題整理を関係者間の連携等の観点から行うとともに、課題
解決のための方策を検討します。また、自動運転技術の社
会実装に向けたまちづくりに関する課題整理を行い、QoL
の向上に資するまちづくりのあり方及び自動運転技術を活
用した都市の効率化についても検討していく予定です。
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ニュータウン分科会中間とりまとめ2-2
国土交通省　都市局　市街地整備課

1. はじめに

　我が国では、高度経済成長期等において大都市圏への人
口集中に対応するため、大都市の郊外部を中心に、計画的
に大規模な住宅市街地（以下、「ニュータウン」）が開発さ
れました。ニュータウンは、歩車分離された道路や広い公
園など質の高いインフラが面的に整備され、次世代に残す
べき優良な資産である一方、施設の老朽化や空き家の発生、
急速な高齢化及び人口減少の進展を背景に地域の活力の低
下等の問題を抱えています。特に、移動に着目すると、ニュー
タウンは中心市街地から離れた丘陵地に立地していること
が多く、バス等の基幹的な公共交通の本数の減少や地区内
の高低差により、徒歩移動や自家用車の運転が困難な高齢
者や子育て世代などの移動手段の確保が課題となっていま
す。このような背景から、国土交通省都市局では、都市交
通における自動運転技術の活用方策に関する検討会・
ニュータウン分科会において、ニュータウンの再生に向け、
移動課題を解決する上で都市交通のあり方、都市交通にお
ける自動運転技術の活用について検討を行ってきました。
　本報告では、近年、端末交通の移動課題の解決に向け実
証実験が進められている端末交通サービスの導入や自動運
転技術の活用について着目し、その効果や検討すべきポイ
ントについて示します。

写真－1　丘陵地に立地しているニュータウン

2. 端末交通サービス導入に向けた
検討のポイント

3. 自動運転技術活用に向けた
検討のポイント

（1）運行サービスの内容
　端末交通サービスのルートの設定にあたっては、住民の

細やかな移動ニーズを把握し、既存の公共交通へのアクセ
シビリティが低い地域や、移動の目的地となる施設へのア
クセシビリティを踏まえた適切かつ柔軟な走行ルートの設
定が重要になります。使用する車両によっては走行ルート
等が制限され、すべての移動ニーズをカバーすることが困
難な場合があるため、端末交通サービスからバス等の基幹
交通への乗り継ぎを考慮することが有効と考えられます。
（2）インフラの整備・利活用
　端末交通サービスにおいて低速の車両を用いた場合、回
送時も一般車両の円滑な交通流を阻害しないように、幹線
道路の走行を避けることが望ましい場合があります。この
場合は、地区内や運行ルート近傍に駐停車・転回スペース
を確保することが有効と考えられます。地区内の駐車場の
空き区画などの低未利用地や民有地を活用することも効果
的です。
（3）持続可能な運営体制の構築
　端末交通サービスを持続可能な公共交通とするためには、
端末交通サービスを運営する主体や組織づくりにおいて、
従来の行政主導ではなく、地域の担い手が主体的に参加で
きるような仕組みづくりが効果的であると考えられます。
また、行政も関係者協議等の場面で適切な支援を行うなど、
組織運営のサポートを行うことが有効です。加えて、運賃
以外の収入を得る工夫や、他の交通サービス等と連携を行
うMaaSを導入するなど、補助金のみに頼ることなく事業
採算性を向上させる工夫をすることが重要です。

（1）自動運転技術に対応した車両
　近年では既存の車両とは異なり、ハンドル等が搭載され
ていない自動運転技術に対応した専用車両も登場しており、
既存の車両と比べてルートや転回スペースの制約が緩和さ
れる可能性も考えられます。
（2）交通安全性の確保
　自動運転技術の導入効果としては、交通事故の低減や、
渋滞の緩和・解消、交通弱者への対応などが期待されてい
ますが、特に、公共交通への自動運転技術の導入は、無人
運転化により運転手が不要となるため、運行経費の削減や
人手不足の解消といった効果が期待されています。しかし、
現状の自動運転技術では、一般車両との混在空間において、
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主に駐停車車両の回避のために多くの手動介助が発生して
います。自動運転車両の走行する専用空間の確保等や路面
標示による注意喚起、地域組織による駐停車禁止の交通
ルールづくり等に取り組むことも効果的と考えられます。
また、運転手が担うと想定されるサービスが利用者の増加
や満足度向上につながる可能性を考慮し、有人によるサー
ビスの価値も併せて検討することが重要です。
（3）社会受容性の向上
　自動運転技術の普及の初期段階では、特に安全性の観点
で利用者からの自動運転技術そのものへの不安が大きいと
考えられます。自動運転技術の実証実験では、技術的な検
証に加えてインフラ、環境、コスト、地域への効果、社会
受容性についても検証が実施されており、中でも社会受容
性については、実証実験によって受容性が向上する効果も
確認されています。そのため、実証実験や広報等を通じ、
自動運転技術が住民や利用者に受容される工夫も有効と考
えられます。また、自動運転技術のような新技術は、導入
必要性やルール作り等の検討に住民が主体的に参加するこ
とで当事者意識が醸成され、社会受容性の高まりや端末交
通サービスを支える環境づくりにつながると考えられます。

4. 今後の検討

5. おわりに

（1）歩行者空間の活用
　端末交通サービスに使用される車両は低速かつ小型であ
ることが多く、⼀般的な車両と比べ歩行者との親和性が高
いと考えられます。現時点では、法制度上の課題や安全性
確保の観点から課題がありますが、それらの解決に向け歩
行者専用空間におけるさまざまな実証実験が行われていると
ころです。立体的な歩行者専用道路が整備されているニュー
タウンにおいては、商業施設が歩⾏者専用道路に近接して

写真－4　空きスペースを活用したシェアサイクルの導入

写真－2　�郊外住宅地の�
小さな公共交通の取組み

横浜とみおかーと実証実験（写真提供：横浜国立大学）

写真－3　歩行者専用空間を走行する車両

丸の内仲通り

UR都市機構

■大阪 ■京都

　ニュータウン分科会では、平成30年度から令和2年度に
かけて10地区での実証実験を調査し、中間とりまとめと
してポイント集を作成しました。国土交通省ホームページ
で公開しておりますので、参考にしてください。

立地していることが多く、将来的には歩行者専用道路の活
用により利用者の利便性が向上することが考えられます。

（2）その他の施策との連携
　端末交通サービスの導入だけでなく、活用されていない駐
車場や空き商業施設等の空間の利活用や福祉サービス等との
連携による地域コミュニティの振興を図ることも考えられます。
　昨今のコロナ禍において非接触サービスへの注目が高ま
り、無人配送ロボット導入の検討も進んでいます。同時に、
自動運転技術に限らず、新技術や官民データの利活用で地
域の課題解決を目指す、スマートシティの取組みも進んで
います。将来的には、人の移動のみならずモノの輸送につ
いても併せて検討し、たとえば端末物流を無人配送ロボッ
トが担うことで人出不足を解消したり、長時間の徒歩が困
難な高齢者等に対して買い物後の荷物をロボットが持ち運
ぶ等、スマートシティの取組みにおける物流関連施策と端
末交通サービスとを連携することで高齢者の外出を促進す
る等の効果が期待されます。
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基幹的なバス分科会の取組み2-3
国土交通省　都市局　街路交通施設課

1. はじめに

2.「基幹的なバス分科会」の検討方針について

　平成29年度に設置した「都市交通における自動運転技
術の活用方策に関する検討会」（本誌P.4～6参照）では、
将来的な自動運転の活用に向けて、「自動運転技術の都市
への影響可能性の抽出・整理と対応についての検討」と「今
後の都市交通に関する課題を踏まえた自動運転技術の活用
についての検討」を主な検討事項としています。
　このうち後者の検討にあたっては、同検討会のもとに
「ニュータウン分科会」と「基幹的なバス分科会（座長：
森川高行教授（名古屋大学）」を設置し、実務的な見地か
ら効率的に検討を行っています。
　ここでは「基幹的なバス分科会」の取組みについてご紹
介します。

（1）「基幹的なバス」について
　本分科会においては、「基幹的なバス」の対象として、
都市の軸となる路線（都心アクセス線、都市フリンジ線）、
都心循環線、拠点内回遊線を想定しています。
　基幹的なバスは、新交通・路面電車とともに、コンパク
トプラスネットワークを形成する都市の軸となる交通機関
であり、バリアフリー対応や輸送容量の強化などの高度化
がさらに求められています。
（2）バス交通を取り巻く課題について
　前項で述べたとおり、基幹的なバスはコンパクトシティ
を支える都市交通として重要な役割を担っていますが、バ
ス交通全体を取り巻く状況は厳しく、次のようなさまざま
な課題があります。
　◦�路線バスの輸送人員はピーク時に比べ半減
　◦�需要が集中する都市部等では朝夕のピーク時に速達性
や定時性が低下

　◦�多くの事業者が赤字経営
　◦�運転手の高齢化と担い手不足　など
（3）�自動運転の活用等による課題への対応の可能性について
　これらの課題を踏まえながら、都市の軸となる公共交通
機関として基幹的なバスに求められるニーズに対応するた
めには、さまざまな視点からの検討が必要となります。
　本分科会では、各課題を分類した上で、「自動運転技術

表－１　�基幹的なバス交通の課題と課題解決に向けた自動運転技
術の活用や基幹的なバスに関する技術の高度化の可能性

の活用」や「基幹的なバスに関する技術の高度化」による
課題への対応の可能性について整理しました（表－1）。

（4）分科会における検討の方向性について
　基幹的なバス交通の課題への対応の可能性の整理を踏ま
え、本分科会では自動運転技術の実現に向けて、下記の取
組みを進めていくこととしました。
①先行的取組みによる効果検証
　◦�社会実装が比較的早期に実現される可能性が高い拠点
内回遊型の低速走行のバスについて、実証実験を通じ
た技術的な課題や導入効果、影響等の検証の実施

　　◦�池袋駅周辺での実証実験の実施（項目3参照）  など
　◦�都市の軸となる路線や都心循環型のバスなどについて、
専用走行空間での実証実験の実施に向けた必要条件の
検討の実施  など

②導入機運の醸成
　◦�地方公共団体やバス事業者等が定期的に情報共有を図
る場となる会議の開催（項目4参照）

③自動運転技術導入環境の整備
　◦�自動運転導入により期待される効果が発揮されるよう
な交通施設のあり方の検討  など

基幹的なバス
交通の課題

課題解決に
向けた方針

課題解決に
向けた方策

課題解決に向けた
自動運転技術の活用

①�輸送ニーズ
への柔軟な
対応

定時性、速達性の
向上

◦�狭幅員での専
用走行空間の
確保

◦�狭幅員の車線での走行
◦�精度の高い車線維持

◦�乗降の平準化 ◦�運行指令による速度調整
高需要区間、路線
での輸送力強化

◦�輸送ニーズに
対応した柔軟
な運行

◦�高精度の隊列走行

乗降時間の短縮化 ─ ◦�精度の高い正着制御
②�多様なサー
ビスニーズ
への対応

乗り心地の向上 ◦�スムーズな走
行

◦�信号表示と連動した加減速
◦�路車間通信

容易な乗降など利
用者利便の向上

◦�ユニバーサル
デザイン

◦�精度の高い正着制御

③�持続安定的
な事業の運
営

事業効率の向上 ◦�路線維持確保
◦�車両基地運用
の柔軟化

◦�精度の高い駐車機能
◦�ドライバーレス運転機能

人材確保と人材活
用の柔軟化

◦�高度な運転支
援実現

◦�高度な運転支援機能や遠隔監視機
能
◦�ドライバーレス運転機能

車内外の安全性の
さらなる向上

◦�車内、車外事
故の抑制

◦�自動運転技術による高度で安定し
た制動や加減速
◦�自動運転下における乗降確認、着
席確認等の安全確認技術

課題解決に向けた基幹的なバスに関する技術の高度化
①輸送ニーズへの柔軟な対応
　�路上駐停車への影響低減（センターリザベーションなど）、乗降の短時間化（信用乗車方式、
車外料金収受方式など）、バスロケーションシステムの高度化、PTPS　など
②多様なサービスニーズへの対応
　�車両のセンサーや制動機器類の高度化、バス車内のフルフラット化や乗降口・車内通路
の幅広化、わかりやすい案内　など
③持続安定的な事業の運営
　�都市内物流システム等と連携した車両基地等施設の運用、高度な運転や遠隔監視を支援
する路車間や車車間通信　など



● 10� ［特集］今後の自動運転の実装に向けて

③�バス停形状による影
響（バス停の形状を
変化させた場合の違
い）

◦�テラス型では、自動運転バスのスムーズな走行・
停車に寄与している。

◦�ストレート型に比べ、一般車では急減速回数が増
加するなどスムーズでない走行が見られ、特にテ
ラス型では影響が大きい。

ストレート型 バスベイ型 テラス型

⬇乗車

乗車
⬇

乗車
⬇

④�駐車車両位置による
影響（各バス停形状
にて、駐車車両の位
置を変化させた場合
の違い）

◦�設定等に課題はあるものの、バス停前後に駐停車
車両がない、もしくは遠い状況になるとスムーズ
な発着に寄与することを確認できた

⑤�走行車線による走行
性の変化（第1車線・
第2車線からのバス
停へのアプローチに
よる違い）

◦�テラス型では自動運転バス、一般車ともに第２車
線を走行する方がスムーズな走行であることを確
認したが、ストレート型、バスベイ型では大きな
差が見えない状況であった。

【検証結果のまとめ】
◦�自動運転バスの走行により一般車の急減速や車線変更、追従等の事象が生
じることを確認

◦�駐停車の増加やバス停形状の変更によっては、一般車の走行への影響があ
ることを確認

◦�一方、諸条件変更による自動運転バスの走行への大きな影響は見られず、
交通量や一般車の規定に沿った走行、自動運転車両の挙動のスムーズさな
どが要因と推察

◦�自動運転車両の挙動設定、空間設定を見直して再度検討を行うことも必要
と考える

表－2　シミュレーションの結果

3. 池袋駅周辺での
実証実験・シミュレーションについて

　ここでは、本分科会の取組みの1つである池袋駅周辺で
の実証実験、実証実験をもとにしたシミュレーションの概
要についてご紹介します。
（1）実証実験について
　実証実験の概要は、次のとおりです。
　◦期　　間：令和元年12月13日（金）～14日（土）
　◦実施内容：�乗客なしの走行と試乗者を乗せた走行を実施
　◦車　　両：eCOM-10（自動運転車両）
　◦走行延長：約１km（1周）
　◦試乗便数：�12便（試乗者数：112人）
　◦実験協力：群馬大学
　◦実施場所：図－1のとおり

（2）実証実験の結果を踏まえたシミュレーションについて
　実証実験の結果、駐停車車両が自動運転車両の走行やバ
ス停への停車に影響を与えていたことが確認できました。
　この結果を踏まえ、令和2年度に、駐停車車両の台数・
位置の変化や、旅行速度・車間距離等の自動運転バスの精
度の違いが走行性に与える変化を確認するためのシミュ
レーション（協力：早稲田大学 森本研究室）を行いました。
結果は、表－2のとおりです。 5. おわりに

4. 導入機運の醸成に向けた取組みについて

　令和2年度に実施したWebでの機運醸成に向けた会議で
は、全国各地から多数の方にご参加いただき、自動運転に
対する関心が高まってきていることが確認できました。
　令和3年度は、引き続き、継続的な導入機運・社会受容
性の醸成に向けた取組みを進めるとともに、自動運転バス
に関する技術動向の調査・検討を進めています。
　また、ウォーカブル空間と親和性の高い自動運転技術の
あり方の調査・検討も、併せて実施しているところです。

　本分科会においては、導入機運の醸成も取組みの大きな
柱の1つです。下記の目的のもと、これまで計6回の情報
交流会、講演会、セミナーを開催しています。
【開催の目的】
◦�基幹的なバスへの自動運転技術等の新たな技術活用の有
効性に関連する情報（開発状況、実験実施状況など）を
広く共有し、基幹的なバスでの新技術を導入した運用を
促進する。
◦�自治体、交通事業者、メーカーなど、多様な立場の参加
者から意見を伺い、基幹的なバスへの新たな技術の導入・
普及に関する課題・問題と解決策の展望を示すとともに、
参加者相互に技術情報を交換できる場を作る。

確認事項 検証結果

①�自動運転バスの走行
が一般車両に与える
影響（自動運転バス
の走行がある場合・
ない場合の違い）

◦�一般車の旅行速度や通過時間に影響はないが、急
減速回数や車線変更回数、追従の発生等の影響が
生じることを確認した。

②�駐停車の影響（駐停
車の条件を変化させ
た場合の違い）

◦�自動運転バスの旅行速度等は大きな違いがないが、
一般車では旅行速度の低下が生じた。

◦�自動運転バス、一般車ともに車線変更が増加し、
追従が生じる等のスムーズでない走行が生じてい
る。

図－１　実証実験の実施場所

出典：国土地理院地図をもとに作成

         自動走行
         手動走行
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　本市は群馬県中南部に位置する県庁所在地で、人口は約
33万人、北には雄大な赤城山がそびえ立ち、市内西部には
利根川、市街地には広瀬川が流れる自然豊かな都市です。
　本市は非常に住みやすい都市として評価をいただいてい
ますが、近年、高齢化の進展に伴い、移動手段の充実が求
められる中、大きな課題が生じています。それは、本市が
極めて自動車依存の強い都市であるということです。群馬
県では自動車保有率が高く（1人当たりの自動車保有台数
全国1位）、本市も例外ではありません。交通機関の利用
率でも自家用車が75%を占め、鉄道・バスの利用率は3.5%
に留まっています。
　バスの利用者数は近年微増で推移してきましたが、採算
の取れない路線が委託路線として市の補助金によって運行
を維持しており、その補助金は年々増加し続け、年間３億
円を超えるまでに至っています。今後は人口減少に伴い税
収が減少することが想定される中で、バス路線維持にかか
る費用は増加しており、高齢化進展による一定の需要は見
込めるものの、バス事業者に対しての補助金の増加は大き
な課題となります。
　そこで本市は、過度な車社会から脱却し、公共交通主体
の社会へ転換を目指すこととし、地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律に基づいた持続可能な交通体系となる
よう、前橋市地域公共交通計画を策定し、ネットワークの
再編及び利便増進策を進めています。これらを進める中で、
バス事業者においては、利用者の減少のみならず、将来的
な運転手不足が深刻であり、今後は運転手不足に起因した
減便や廃線が起こり得るという課題が浮き彫りになってき
ました。
　この運転手不足という課題解決のカギとなるのが「自動
運転技術の導入」です。平成28年、国立大学法人群馬大
学が次世代モビリティ社会実装研究センターを設立し、本
格的に自動運転技術の研究を始めたこともあり、実際に営
業運転しているバスによる、公道での実証実験を実施する
運びとなりました。

前橋市における自動運転バス実証実験の歩み3-1
前橋市　未来創造部　交通政策課

1. はじめに（本市の特徴・交通課題） 2. 実証実験の概要

取組事例3

　このような背景のもと、実証実験の実施主体である前橋
市、群馬大学、日本中央バスの３者により、平成29年に
協定を締結し、自動運転バスの実装に向けて取り組むこと
としました。以下に、過去３ヵ年における実証実験の内容
を記します。

（1）１年目の実証実験概要
　１年目の実証実験は平成30年12月から平成31年３月ま
で約４ヵ月間、区間は上毛電鉄中央前橋駅からJR前橋駅
間のシャトルバスで、約１kmを通常ダイヤのまま車両だ
け群馬大学所有の自動運転仕様の車両に変更して実施しま
した。営業路線で運賃収受を行いながら長期間、自動運転
を行うものとして全国発の取組みとなりました。
　実証実験を行う上では、「自動走行システムに関する公
道実証実験のためのガイドライン」に基づき、警察や道路
管理者、地元自治会等に対して実施計画の事前説明や公道
データの収集、ドライバー講習を実施する必要があります。
　初年度はまず、公道で自動走行を実施したことに加え、
アンケート調査や市民説明会を行い、自動運転バスがどれ
だけ社会的に受け入れられるか、社会受容性の調査を実施
しました。
　アンケート調査では、普段シャトルバスを利用していな
い人の利用が75%であり、回答者の50%が自動運転バスを
目的として乗車していたことがわかりました。期間中は通
常運転日と比較し、自動運転日の乗車人員が増加し、アン
ケート結果とあわせ、自動運転に関する関心が見受けられ

図－1　自動運転バス乗車前後の印象比較
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ました。
　かつ、中央前橋駅周辺を5G通信環境にし、遠隔管制室
へのデータ送信を遅延なく鮮明な映像で監視できるように
しました。
　あわせて、車両内をドライバレスにした場合の決済手段
を想定し、顔認証技術の検証をしました。乗客管理や属性
に応じた運賃決済を想定し、事前登録時にマイナンバーカー
ドと紐づけも行いました。

る結果となりました。乗車前後で自動運転バスに関する印
象の変化もあり、乗車の結果、安心感が増加していること
もわかりました（図－1）。
　市民説明会では、自動運転技術の導入に関して肯定的な
意見がほとんどであり、市民からの自動運転バスによる移
動手段の充実に対する期待がうかがえました。

（2）２年目の実証実験概要
　２年目の実証実験は令和２年１月から３月の約２ヵ月間、
上毛電鉄中央前橋駅からJR前橋駅に加え、市内の大型
ショッピングセンターである「けやきウォーク前橋」まで
の約2.3kmで実施しました。一般車両との混在化における
完全自動運転であるレベル４を実現するためには時間がか
かるという認識から、遠隔型自動運転バスの導入を目指す
こととし、車両２台を同時に運行させ、区間を延伸し、よ
り複雑な路線で遠隔管制室において１人のオペレーターが
２台を同時に監視操作する際の課題を検証しました（写真
－1）。

　遠隔監視操作をする際の課題として、車両に取り付けた
カメラとセンサーの情報を見てオペレーターが判断する中
で、道路の形状の理由から右折時に対向車が直前まで把握
できないという課題が浮き彫りになりました。

（3）３年目の実証実験概要（写真－2）
　３年目の実証実験は、令和２年２月15日から２月28日
までのうち10日間、区間は１年目と同様に上毛電鉄中央
前橋駅からJR前橋駅間で実施しました。令和４年度の遠
隔型自動運転導入に向けた課題解消のための実証実験とし
て位置付けました。
　具体的には、前年度の実証実験において課題となった遠
隔監視操作における対向車の把握を解決すべく、道路側に
カメラ・センサーを設置し、遠隔管制室に映像等を送信し

写真－2　３年目の実証実験の様子

写真－1　２台同時走行の実証実験

遠隔管制室

路側カメラ 顔認証

3. 課題と今後の展望

　本市では、市民の移動手段の充実を目的に、ある程度路
線バスの需要のある都市部において、一般車両と混在させ
て自動運転バスを導入しようとしています。そのためには、
安全走行のためのリスクを軽減していく必要があります。
　今後は、運転席無人による自動運転バスの社会実装を実
現するため、これまでの公道実証実験で生じた課題を整理
し、走行レーンの敷設や路側のカメラ・センサーの設置、
人の乱横断や駐停車車両をなくす仕組み等、社会実装のた
めの具体的な対策について検討し、実装に向けた方向性を
明確にしていく予定です。そして、遠隔型自動運転バス導
入により、バス事業者の運転手不足という課題を解決し、
地域の公共交通を維持できるよう進めていきたいと考えて
います。
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　大津市では、道路交通渋滞の解消や、交通事故の削減及び

環境保全等を目的として、マイカーから公共交通への利用転

換を推進しています。しかしながら、公共交通の中心的役割

を担う路線バスは、少子高齢化に伴う人口減少、運転手不足、

新型コロナウイルス感染症等の影響により、減便や路線の廃

止が続いていることもあり、超高齢社会における新たな移動

手段確保を目的に、自動運転技術に着目し、早期実装に向け

て取り組んでいます。

　大津市では、2018年６月29日に京阪バス株式会社と、「次
世代型モビリティ（自動運転技術）の研究に関する協定」
を締結し、これまで３回にわたり実証実験に取り組んでき
ました。今回は、主に３回目となる2020年度実証実験の
取組内容についてご紹介します。

　本実証実験の運行区間は、２回目の実験と同様に、JR大
津駅からびわ湖大津プリンスホテルまでとしました。この
路線であれば、運賃収入以外の収益が期待でき、バス運行
の収支採算性が確保できるのではないかという仮説を立て
たからです。その理由は、路線沿線に琵琶湖ホテル及びび
わ湖大津プリンスホテルが立地しており、両ホテルが独自
でホテルとJR大津駅間のシャトルバスを運行していますが、
その固定費が課題となっており、自動運転バスとホテルの
共同運行が実現し、その固定費を削減することができれば、
自動運転バスへの運行負担金として一定負担いただくこと

　本実証実験は、経済産業省・国土交通省の事業を受託し
た国立研究開発法人産業技術総合研究所が公募した事業に
ついて、京阪バス株式会社及び大津市が事業者として選定
され実施したもので、これまで２回の実験で用いてきた小
型自動運転バスよりサイズアップした中型自動運転バスを
活用するとともに、運賃を徴収することにより事業採算性

大津市における自動運転実装に向けた取組み3-2
大津市　建設部　地域交通政策課　主査　長谷川祐介

1. はじめに

2. 自動運転実装に向けた工程 

4. 運行区間

3. 2020年度の実証実験の内容

図－１　大津市における自動運転実装に向けた工程

2020年度
4月～6月 7月～9月

第3回実証実験
10月～3月

JR大津駅～
びわ湖大津PH

検証・検討 検証・検討

2018年度
3月21日

第1回実証実験
JR大津駅～
おまつり広場

2019年度
4月～10月 11月2日～8日

第2回実証実験
12月～3月

JR大津駅～
びわ湖大津PH

検証・検討 検証・検討

の実証を行いました。また、これまでの実験で課題となっ
た、運行経路上でのGPS受信不良に対応する磁気マーカ
との連携や、信号や電車踏切との連携など技術的な検証、
NFCタグ／スマホによるキャッシュレス決済としての非
接触型モバイル乗車券にも取り組みました。主な実験内容
については下記の通りです。
◦実験期間：2020年７月12日（日）～９月27日（日）
◦９時発（往・第１便）～19時16分発（復・第10便）
◦車両：先進モビリティ車両（いすゞ・ERGA mio）使用
◦最高速度：40km/h
◦自動運転化レベル２
◦緑ナンバーを取得し、運賃を徴収（片道大人210円）
◦�非接触型モバイル乗車券（NFCタグ／スマホによるキャッ

シュレス決済）
◦磁気マーカとの連携（一部区間）
◦信号（８ヵ所）及び電車踏切（１ヵ所）の連携
◦車内見守り

図－２　実証実験路線図
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（1）設定ダイヤに対する自動運転慢性的な遅延
　手動運転を参考にダイヤ
を設定しましたが、カーブ
の通過速度の遅さ等の理由
から約３～５分の慢性的遅
延が生じました。

5. 実証実験結果

6. 課題

7. 今後の方向性

図－３　本実証実験における乗降客数

が期待できると考えたからです。さらに、大津市が進めて
いるなぎさ公園周辺魅力向上プロジェクトやMICE推進事
業等、賑わい創出事業との連携により、この路線で行政か
らの補助金に依存しない民間主体の持続可能なビジネスモ
デル成立による自動運転実装を目指しています。

（1）乗降客数（日毎）
　本実証実験における乗降客数を図－３に示します。７月
12日～９月27日で計1,968人乗車（１便あたり約1.3人）と、
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、想定を大幅に下
回る結果となりました。

（2）アンケート結果
　本実証実験におけるアンケート結果（抜粋）を図－４に
示します。実験参加者については、70.5%が普通のバスと「同
程度」もしくは「より安心」、75.7%が実用化後も「乗っ
てみたい」と回答され、これらは２回目の実証実験と同様
の傾向であることから、これらの実証実験を通じて、地域
住民の自動運転バスへの理解が深まったと考えられます。

図－４　アンケート結果（抜粋）

自動運転バスが
実用化された場合の意向

■乗りたくない
■ �技術が進歩すれば�
乗ってみたい

■ �いずれ�
乗ってみたい

■乗ってみたい

（％）
7.5

16.8

75.7

自動運転バスの走り方
（速度・ブレーキ・車線変更等）

■ 不安
■ 少し不安
■ 同程度
■ より安心

（％）
1.7

27.8

55.9

14.6

　本実証実験ではさまざまな課題が見出されました。

（2）接触事案の発生
　本実証実験中に、２度の事故が発生いたしました。いず
れも軽微な事故でしたが、現時点での技術レベルにおいて
は、機械誤差に対する道路幅員の余裕がない箇所があるこ
となどの課題があることがわかりました。
◦事案①　７月25日　縁石接触
　びわ湖大津プリンスホテル18：00発便
◦事案②　８月30日　歩道柵接触
　びわ湖大津プリンスホテル14：30発便

（3）運転手からの意見
　本実証実験に参加した３名の運転手からアンケートを
とったところ、GPSの受信感度向上やズレを生じた場合
の通知システム、急ブレーキや急ハンドルの改善等につい
て意見がありました。

（4）信号・踏切連携
　信号・踏切連携導入により手動介入は少なくなりました
が、運転手からは違和感があるとの意見がありました。

（5）ビジネスモデル
　レベル４車両で、運転手なし添乗員あり（大型二種免許
無）想定で、本実験と同様の運行をした場合、事業採算性
確保には１日224人乗車が必要となりますが、今回の実験
乗降客数では足りない状況です。一方で、ホテル等との連
携や、通勤需要を取り込むことができれば、採算性が確保
できる可能性があることについて確認いたしました。

　大津市としては、今回の実証実験で見出された課題を踏
まえて、京阪バス株式会社と連携し、引き続き検討を進め
ることにより、早期の自動運転実装を目指してまいります。

（6）その他
　その他にも、駐車車両の追い越し時には手動介入が一定
必要であることや、GPSと磁気マーカの切替時等で乗り
心地が不自然な箇所があるなどの課題が確認されました。

表－１　設定時間と自動運
転における所要時間比較

びわ湖大津プリンスホテル～
JR大津駅までの所要時間

設　定 自動運転
16分 19～21分

図－５　採算性確保に向けた数値目標

利用想定人数：227 ＞ 必要人数：224

実験実績
26人/日

ホテル等との連携
143人/日（想定）

通勤需要
58人/日＋ ＋
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神奈川中央交通株式会社における
自動運転バスの社会実装に向けた取組み

3-3

神奈川中央交通株式会社　運輸計画部　自動運転推進担当

1. はじめに

2. 横浜市郊外住宅地の現状

3. 横浜市栄区における自動運転バス実証実験

　神奈川中央交通株式会社は、神奈川県のほぼ全域および
東京都の一部にて路線バスを運行しておりますが、高齢化
の進展、交通不便地域における移動手段の確保、運転士不
足などさまざまな課題を抱えています。また、地域を取り
巻く社会環境が大きく変化する中で多様化するニーズに
いっそうきめ細かく対応していくことが必要であり、こう
した課題に対する解決策のひとつとして自動運転バスの実
現が期待されています。
　当社においては、2019年２月に多摩ニュータウン、2021
年２月に横浜市栄区において公道での自動運転バスによる
実証実験を実施し、自動運転バスの社会実装に向けた検証
を実施してまいりました。
　本稿では、直近の取組みである横浜市栄区での自動運転
バス実証実験についてご紹介します。

　横浜市は、経済成長期の住宅開発が丘陵地や高台にも及
んだことにより郊外住宅地では高低差の大きいまちが形成
され、そのような地域の多くは半世紀の時を経て高齢化の
進展が顕著となっています。なかでも栄区は市内でも高齢
化率が高く、生活を営む上での移動サービスがますます必
要な状況です。一方、運転士不足や利用者減少により今後
の路線バスサービス提供における持続性に課題を抱えてい
ることから、当社と自治体にて高い問題意識を共有してい
る地域のひとつとなっています。

期　　間 2021年２月９日 ～３月５日

走行経路 桂山公園 ～ 庄戸 ～ 上郷ネオポリス ～ 桂山公園（約6km）

停留所数 起終点含め10ヵ所

運行計画 １日６便（9：30～16：30）

実験車両 いすゞ自動車製「エルガ  ミオ」改造

乗車定員 26名（着席のみ）　※車検証上の定員は56名

最高速度 30km/h

運　　賃 無料

　前述のような背景から、横浜市栄区において中型自動運
転バスの実証実験を実施しました。

（1）実証実験の概要
　本実証は、経済産業省・国土交通省の事業を受託した国
立研究開発法人産業技術総合研究所より当社がバス運行事

業者に選定され実施したもので、自動運転バス実用化に必
要な技術や事業環境等の整備を目的として、最先端技術の
検証に加え、地域内移動手段としての可能性に関する検証
を行いました。
　本実証の概要は以下のとおりです（表－１）。

　本実証においては、2021年２月９日から３月５日の期間
に、全102便運行しました。走行経路としては、商業施設
など生活利便施設が集積する桂山公園停留所を起終点とし、
庄戸や上郷ネオポリスなど住宅地内８ヵ所の停留所を経由
する循環ルートにて走行しました（図－１）。

表－1　実証実験の概要

図－１　走行経路

出典：国土地理院地図をもとに作成

　使用した車両は、いすゞ自動車製の中型バス「エルガ  
ミオ」に先進モビリティ株式会社が各種センサ、アンテナ、
自動操舵装置、自動アクセルおよびブレーキを取り付ける
等の改造を行ったものです（図－２）。自動走行に必要と
なる自己位置認識についてはGPSをメインとしていますが、
GPSが受信しにくい箇所においては、路面に一定間隔に
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4. おわりに

図－２　本実証で使用した自動運転バス

写真－１　狭隘交差点通過時の様子

写真－2　遠隔監視の様子

埋設した磁気マーカによる路車協調によって自動走行しま
した。

　本実証の特徴としては、基本的な自動走行だけでなく、
自動走行補助インフラによる路車協調や運転士不在を想定
した旅客サービス、安全確保に関する取組みを多く組み込
んでいる点にあります。

（２）自動走行補助インフラの活用
　まず、自動走行補助インフラとしては、GPS不感区間
での磁気マーカ活用に加え、信号現示情報の受信による信
号通過可否の判断、無信号かつ見通しの悪い交差点への路
側センサ設置による対向車情報取得などにより安全に交差
点を通過するための取組みを行いました。また、狭隘交差
点での安全な離合を目的として、対向車向けに自動運転バ
ス接近表示器を設置しました（写真－１）。
　その結果、本実証においては走行距離ベースで９割以上
を自動で走行することができましたが、一部区間での路上
駐停車車両や工事区間の回避等については運転士による手
動介入にて対応しました。これらの課題に対しては今後の

　本稿では、直近に実施した横浜市栄区での自動運転バス
実証実験を取り上げ、取組内容についてご紹介しました。
自動運転バスの実用化に向けては、走行面だけでなく、現
在、運転士が担っている安全性の確保や旅客サービスなど
のあり方についても議論をさらに深めていく必要がありま
す。また、自動運転バス導入に対する自治体や地域の受容
性向上も不可欠です。
　当社は、引き続き自動運転バスの実用化に向けて運行実
績を積むとともに知見の蓄積に取り組んでまいります。

自動運転技術の向上に期待することはもちろんのこと、自
動走行可能な環境を整える意味で地域の受容性向上も必要
です。また、路車協調を行うことで早期の課題解決も見込
めるため、自治体のほか、道路管理者や交通管理者などの
ご理解・ご協力も必要になってきます。

（3）運転士不在を想定した旅客サービス
　運転士の業務は、運転だけでなく旅客の案内や運賃支払
の確認、車内安全確保、事故など有事の初期対応など多岐
にわたっています。そこで、旅客サービスのシステム化に
向けた取組みとして、遠隔での車内監視システムや遠隔監
視者と旅客のコミュニケーションツール、将来の運賃収受
を見据えた顔認証システム、フロアセンサによる旅客行動
検知システムなどの各種センサやシステムを車内外に設置
しました（写真－２）。
　それぞれのシステムは、異なる環境下ですでに実用化さ
れている技術もありますが、バスに応用する場合には機能
面や精度面で多くの課題や改善点が見受けられました。今
後はそれらの課題解決に取り組むとともに、緊急時対応体
制やシステム化、サービス水準等についても検討していく
必要があります。
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自動運転における高精度地図の活用3-4
ダイナミックマップ基盤株式会社　執行役員（事業企画担当）　雨谷広道

1. はじめに

3. HDマップデータの特徴と課題

2. 自動運転におけるHDマップデータの役割

　2019年に日産自動車株式会社から、世界初のインテリジェ
ント高速道路ルート走行を可能とする「ProPILOT 2.0」を
搭載するスカイラインが日本において発売され、その後、世
界初の自動運転レベル3を実現した本田技研工業株式会社
の「Honda SENSING Elite」、トヨタ自動車株式会社の
「Advanced Drive」と、高速道路においてハンズオフドライ
ビングを可能とする自動運転レベル2以上のシステムを搭載
した車両が販売されています。このいずれのシステムにお
いても高精度かつ3次元で道路情報を表現するHigh 
Definition（HD）マップデータ（図－２）が搭載され、安全・
安心なドライビングに重要な役割を果たしており、今後は搭
載車両が拡大していくとともに、このシステムが稼働可能な
エリアが高速道路から都市部も含む一般道路へと拡大して
いく見込みです。本稿では、HDマップデータの役割やデー
タ整備の現況と今後の見込みなどについて説明いたします。

　3次元でcm級の位置精度を有するデータを取得する技術
は、地球表面上の点の関係位置を決めるための技術である「測
量技術」に依っており、データ収集に際しては車両に計測
用の各種センサーを搭載したMobile Mapping System（MMS）
を用いることが一般的です。このMMSを搭載した車両を走
行させながら、Lidarで道路周辺情報をスキャンして点群デー
タ（図－１）を取得することで、デジタル空間上に実際の
道路とほぼ同一形状・寸法の道路データを表現します。そ
の上で、このデジタル空間上の道路データを素材として、
自動運転に必要なさまざまな情報を抽出してデータベース
化することでHDマップデータ（図－２）は生成されます。
安全運転支援システムで利用される場合には、全国の高速
道路・自動車専用道路や国道といった長い距離を低コスト・
短期間で取得することが求められますので、IT技術を多分
に取り入れた自動化ツールの開発も進められており、これ

　HDマップデータは、人が読む地図ではなく機械が読む
地図であるという利用目的から、地球上の特定のObjectを、
実際の座標値とcmレベルの位置誤差で、かつ3次元でデー
タ上において表現している点が特徴となります。これによ
り、①車両に搭載されるセンサーの覆域外にある複雑な道
路形状や勾配、合流車線情報を提供する「先読み情報」、
②経年変化による白線のかすれや天候影響などのセンサー
検知の限界を補完する「センサー補完情報」、③車両が自
車位置を車線単位で特定するために、センサーから見た特
定のObjectに関する位置情報を提供する「高精度自己位置
推定リファレンス情報」等の情報をADAS（Advanced 
Driving Assistant System）に提供する役割を担っており、
各種システムにおいてはGNSSや各種センサー情報と組み
合わせて利用されています。また、今後の実装が期待され
る自動運転システム（レベル4）については人の操作が介
在しないシステムとなることから、車両が自らの周囲環境
を正確に把握することが求められ、センサーの高性能化に
対する要求が高まるとともに、HDマップデータに対する
要求精度も高まっていくものと考えています。
　一方で、「交通規制や工事情報／事故や渋滞／歩行者や信

号情報」など刻々と変わる膨大な動的情報と、高精度3次元
位置情報（路面情報、車線情報、3次元構造物）等の静的
情報を組み合わせたマップデータはダイナミックマップと称
されていますが、HDマップデータはこのうち静的情報に相
当するデータであり、さまざまな動的情報・準動的情報・準
静的情報の配信等に際してもそれぞれの情報に対する位置
のリファレンス情報となる役割も担うものと考えられています。

図－１　点群データ

図－２　HDマップデータ
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4. HDマップデータ整備の現況と今後の見込み

　現時点では、自動車会社が販売する量産車両向けのHD
マップデータは日本国内の高速道路・自動車専用道路を
対象として整備・提供されています。世界を見ると、日
本に先駆けて北米で2017年よりHDマップデータの量産
車搭載が始まっており、今後、高速道路・自動車専用道
路におけるハンズオフドライビングを実現する車両数が
拡大していく一方で、高速道路と接続する一般道路にお
いても現行のADASを高機能化する自動車会社の動きも
見て取れており、安価でデータカバレッジの広いHDマッ
プデータに対するニーズがグローバルで生起してきてい
ます。その中で、日本では2023年を目途に主要道路（国
道等）の整備が進む予定ですが、その後のさらなる整備
エリア拡大については社会のニーズに応じて進められる
ことになると考えています。他方、都市のスマートシティ
化やスーパーシティ化を進める動きが高まる中で、ICT
（Information and Communication Technology）の基盤とな
る道路周辺のデジタルツイン化に資するデータとして、
HDマップデータやそのベースとなる点群データを市区町
村単位で整備するニーズも高まってきており、特定の市

らのことを踏まえると、このHDマップデータは人間が古代
エジプトの時代から綿々と歴史を紡いできた測量技術と現
代のIT技術の組み合わせにより実現しているものと言えます。
　このように、HDマップデータは今後の安全な交通環境の
構築に貢献する一方で、リアルタイム性という点で課題も存
在します。現状では、道路工事等で白線や標識等のObject
の位置が変わった際に、その変化に対応してHDマップデー
タをアップデートする必要がありますが、そのアップデート
には数ヵ月の時間を要しています。その最も大きな要因とし
ては「HDマップデータの更新に必要となる、工事後の道路
変化情報をタイムリーに把握する手段が存在しない」という
点にあります。道路管理会社や自治体においては工事発注
情報等が存在する一方で、それらはHDマップデータの更新
に必要な内容を把握する目的で作成されている情報ではな
いことから、現状ではそれらの情報を整理し直すことが必要
であり、その作業にはシステムの見直しに繋がるような大き
な仕組みの変更が必要となると考えられています。そのため、
異なる方法での変化情報収集技術の確立に向けた取組みが
進められており、その一つが、車載センサー情報を用いた道
路変化情報の特定技術の開発となります。この技術の確立
により、車両に搭載したカメラやLidarで取得した工事前後
の情報を比較し、変化のみをAI技術や機械学習技術を用い
て機械的に抽出することが可能となることが期待されており、
HDマップデータの課題克服に一歩近づくものと考えています。

5. 都市インフラとしてのダイナミックマップ

　今後、高齢化が進む社会においては、自動車のみならず、
人の作業をサポートする手段として自動モビリティの活用が
進むものと考えられています。そのような中で、公道に限ら
ず、歩道・建物内・空域などにまたがって、人とモビリティ
が安全に混在する都市空間を構築することが必要になると
考えられており、特にフィジカルな空間に存在するさまざま
なモノや情報を、人やモビリティ（クルマ、PMV、AGV、
ドローン等）が共通で理解することを可能とするデジタル
情報に対するニーズも高まるものと考えています。ダイナミッ
クマップはその役割を果たすことができる唯一無二のポテ
ンシャルを秘めていると考えており、さらには、構造物を必
要としないデジタルインフラデータである特性から環境保全
への貢献にも繋がることを踏まえると、まさにSDGsを体現
するものです。これらのことから、ダイナミックマップは「安
全・共通インフラ・SDGs」の三方良しを実現し、「安全」「環
境との調和」「活力の創出」「個性・魅力ある空間の構築」
という将来の都市が求められる機能を実現するインフラとし
て相応しく、今後のさらなる発展が期待されます。

6. おわりに

　ダイナミックマップ基盤株式会社は、ADASと自動運転
システム（レベル4）のどちらにも共用可能なHDマップデー
タをグローバルで提供する唯一の日本企業となります。現
状では高速道路・自動車専用道路から主要道路にデータ整
備エリアを拡大していく計画ですが、都市内における交通
事故削減・交通弱者に対する交通手段の提供、自動モビリ
ティの活用による労働力削減等にも共通の理念を持つ自治
体様や企業様とのアライアンスの下で積極的に貢献してま
いりたいと考えており、弊社によるデータ整備資金がソー
シャルローン原則に適合したソーシャルファイナンスであ
るとの第三者からの評価もいただいていることから、その
期待に応えてまいります。
　また、日本のスマートシティやスーパーシティで構築す
る新たなHDマップデータの活用方法を、海外の都市にも
展開して日本国内のみならず世界中の人々の生活の利便性
向上に日本から貢献することができたら望外の喜びです。
このような取組みを、国・自治体・民間企業の方々と進め
ることできる日が来ることを期待しております。

区町村におけるデータ整備が進む中で、主要道路（国道等）
と繋がることで、エリア間における移動の利便性が更に
向上するものと考えています。
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